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出水期前の防災対策の推進について 
  



総務部防災危機管理局 

 

Ⅰ 出水期前の防災対策の推進 

 

（１）市町村と連携した取組 

① 副市町村長会議（５月 23日）市町村等防災関係課長会議（５月 30日） 

災害時に市町村長を支える副市町村長と、実務に当たる担当課長に対して、

適切な防災情報の伝達や個別避難計画の作成促進等を助言・要請。 

② 市町村長防災危機管理ラボ（５月 31日） 

災害時に極めて重要な判断が求められる市町村長に対して、災害時の判断能

力の向上等を図るための研修を実施。 

③ 市町村防災担当職員個別ヒアリング 

５月 24 日以降、県の職員が市町村に出向き、個別支援計画の策定状況や自主

防災組織の取組等をヒアリングするとともに、避難所の設営や運営等を助言。 

 

（２）関係機関と連携した取組 

① 防災関係機関意見交換会（トップ会談）（５月 17日、災害対策本部会議室） 

防災関係機関の長が平常時からの情報共有体制の構築を図ることを目的とし

た、防災、テロ、国民保護等についての意見交換。 

② 福岡県総合防災訓練（５月 28日、朝倉市・筑前町・東峰村） 

近年の激甚化、広域化する災害を踏まえ、県内の複数自治体が被災したと想

定し、市町村や防災関係機関との連携強化、防災技術の向上、県民の防災意識

の向上を図る訓練を実施。 

③ 福岡県災害復旧・復興推進本部会議（５月 29日、特別会議室（庁議室）） 

全庁の出水期前の豪雨対策及び災害復旧・復興の進捗状況を確認し、防災意

識を引き締める。 

 

【参考：線状降水帯に関する情報（気象台）】 

○ 令和４年度６月以降 

地域ごと（九州北部等）の発生予測について、半日前から発表。 

〇 令和５年５月 25日以降 

線状降水帯の発生状況について、最大 30 分程度前倒しして発表を開始。 

※ 線状降水帯に関する情報への対応 

・ 災害警戒準備室を設置 

・ 防災アプリ「ふくおか防災ナビ・まもるくん」等による県民への注意喚起 

・ 知事等への報告、関係課への情報提供 

・ 市町村、消防本部等への警戒文発出 



・ 出水期前に、県管理の樋門（９箇所）について、管理受託者（土地改良区・市町）による点検を依頼。

・点検結果を踏まえ、要対応箇所があれば補修等の応急対策を実施。

・出水期中は、台風の接近等、災害発生のおそれのある場合には、事前点検を実施。

（１） 県管理樋門
農林水産部

Ⅱ 被災箇所以外の危険箇所等の点検・対策



（２） 筑後川下流地域のクリーク先行排水

①広域的に先行排水を実施するため、市町、一部事務組合、土地改良区、国、県、水資源機構が参
画する連絡体制を構築。

②大雨が予想される場合、予想降雨量などの気象情報を市町等に情報提供。

③予想降雨量や営農状況を踏まえ、市町と関係機関が協議の上で、クリークの水位を通常時より
30cm以上低下させる排水作業を実施。

通常時の水位クリーク先行排水実施地域 先行排水後の水位

＜連絡体制＞
・８市町（大牟田市、久留米市、柳川市、八女市、筑後市、大川市、みやま市、大木町）
・３一部事務組合（花宗太田土木組合、柳川みやま土木組合、花宗用水組合）
・５土地改良区（筑後川、八女筑後地区、三潴南部、柳川みやま、矢部川左岸）
・国、県、水資源機構

空き容量

筑後川下流地域では、大雨予報時にクリークの水位を下げて洪水調節容量を確保することで、湛水
被害の軽減を図る「クリーク先行排水」を進めるため、以下の取組を実施。

大牟田市

みやま市

筑後市

八女市

柳川市

大川市
大木町

久留米市

農林水産部



県管理道路の対応状況

１月～３月 ４月～５月（出水期前） ６月～９月
（出水期）

１０月～１２月

日常巡視

〇特別巡視（抽出箇所）
[道路維持課と出先事務所の合同点検]
・のり面の状況 ・擁壁の状況
・暗渠、橋梁の状況 ・その他（道路冠水箇所等）

・倒木
・道路路肩崩壊

・のり面からの崩土による道路遮断な
どを発見

風水害協定などを活用し、対応

巡視・点検
（通常時）

緊急点検
緊急工事

対応

県管理道路の点検イメージ

※風水害協定：風水害時において、公共土木施設の機能を保持し、または速やか
な回復のために協定締結業者が施工する風水害時の緊急対策工
事を迅速かつ適切に行うための協定

出水期前

通常サイクル

〇緊急点検
県内の道路危険箇所（要対策箇所）
について緊急点検 緊急工事

異常があれば

点検及び
緊急工事

出水期中

（３）道路

・日常巡視に加え、特別巡視を実施

・道路危険箇所については、 ４～５月に緊急点検を行い、異常があれば、５月末までに緊急工事を実施

〇異常時巡視
（台風・豪雨等）

県管理道路の対応状況

県土整備部



（４）河川

県管理河川延長約 １，９００ ｋｍについて

・河川巡視による目視点検を月に１回以上実施し、要対応箇所と巡視を強化する箇所を抽出

・要対応箇所のうち未対応箇所は、３～５月に対策工事を行い、出水期前点検にて再度目視点検を実施

県土整備部



（５）砂防

・非出水期間中、県管理砂防関係施設（砂防・急傾斜・地すべり）について点検を実施済

・点検結果をふまえ、要対応箇所について応急工事を実施

・出水期間中は、降雨の状況に応じて臨時（緊急）点検を実施

県土整備部



・ 福岡県では、従来のテレメーター水位計やCCTVカメラに加え、危機管理型水位計及び簡易型
河川監視カメラの設置を推進

・ 水位計等の情報は、県のホームページで公開し、避難判断に資する情報として市町村や住民
へ提供

・ 令和３年度までに、水位計１９４箇所、河川監視カメラ８５箇所の情報を公開
・ 令和４年度に、水位計１６箇所と河川監視カメラ３５箇所の情報を追加
・ 令和５年度は、新たに水位計３箇所と河川監視カメラ４４箇所を追加し、水位計２１３箇所、河川

監視カメラ１６４箇所の情報を公開

2018年○○月○○日 15時00分 現在のグラフ

観測開始水位

河川堤防

観測局情報

観測局名

水系名

河川名

所在地

○○橋

□□水系

△△川

○○市□□町

「危機管理型水位計の水位情報」と「簡易監視カメラの画像」の表示イメージ

現在水位 堤防の高さまで あと ○○ [cm]

観測開始水位

堤防まで

＜現在＞１０分間隔で
観測

堤防の高さに対して、
どの程度まで水位が上がっているか表示

水位の状況を
イメージ図で表示

0cm

50cm

100cm

150cm

200cm

観測開始水位を
超えてから観測開始

（１）水位情報及び監視カメラ画像の公開について

（簡易監視カメラを併設している場合は画像あり）

Ⅲ 中小河川の情報把握手段の確保
県土整備部



「 水 門 」 … 支川がより大きな本川に合流する場合、合流する川の水位が洪水等で高くなった時に、
その水が逆流しないように設ける施設

• 平成30年7月豪雨時に発生した水門閉鎖に伴う浸水被害を受け、県ホームページにおいて県が管
理している主要な水門の開閉操作情報を公開

（２）県管理水門の操作情報の公開について

凡例【水門】

水門「閉」

水門「開」

点検中

排水機場 水門・樋門・樋管

築地川 宝満川 - 築地川樋門 小郡市福重 閉 ○月○日○○：○○

大根川 飯江川 大根川排水機場 大根川水門 みやま市瀬高町 閉 ○月○日○○：○○

曲川 江川 鯨瀬排水機場 鯨瀬樋門 水巻町猪熊 開

吉原川 吉原川 広渡排水機場 吉原川水門 遠賀町大字広渡 開

新々堀川 新々堀川 新々堀川排水機場 逆流防止水門 北九州市八幡西区中須 開

曲川 遠賀川 朳排水機場 朳排水樋管 水巻町大字朳 開

支川 本川
名称

場所 開閉状況 開閉日時

県土整備部



「洪水浸水想定区域図」 … 現在の流域（河川）の状況で、想定される降雨による堤防の決壊や溢水が

発生した際に、その氾濫水により浸水が想定される区域と浸水深などの

情報を示すもの

• 洪水時の避難判断や移動手段を検討するうえでベースとなる情報

• 令和３年度までに県ホームページで公開した１４１河川に加え、令和４年度は１２２河川の洪水浸水想

定区域図を追加

• 令和５年度には新たに６８河川を追加公開し、県管理河川で３３１河川の洪水浸水想定区域図を公開

}

（３） 「洪水浸水想定区域図」の公開について

公表時期 河川数（追加分） 河川数（累計）

令和元年５月まで － ４１河川

令和３年５月 １００河川 １４１河川

令和４年５月 １２２河川 ２６３河川

令和５年５月 ６８河川 ３３１河川

県土整備部



「 緊急放流 」 … ダムは、降雨時における河川水位の上昇を抑制する洪水調節機能を有するが、ダムの
水位が上昇し、洪水調節容量が満杯となることが予想された場合、流入量と同程度の
流量を放流するもの

• 「緊急放流」などの事前情報（３時間前・１時間前）や開始の情報は、関係機関にメール等で情報伝達
を行う他、県土整備事務所長（支所長）から市町村長等に対し、直接電話により情報を伝達

• これらの情報は、県ホームページへの掲載や記者発表により公開

（４）県管理ダム「緊急放流」などの公開について

緊急放流３時間前

緊急放流１時間前

緊急放流 開始

洪水時最高水位

平常時最高水位

●ゲート有のダムの事例

＜HP掲載イメージ＞

県土整備部


